
・ 早出川ダム見学会で、ダムの役割や効果等 を説明
（R3年度：11校、R4年度：8校、R5年度：7校）

・地域を流れる河川への理解を深めてもらうため
小学校への出前講座を実施

（R3年度：4校、R4年度：6校、R5年度：3校）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区 分

① 知る機会を増やす ② 自分事と捉えることを促す分 類

小学校の社会科見学等の機械を利用しダムの役割や効果等を説明
小学校への出前講座等の実施

実施内容

新潟県実施主体

（様式3-取組概要）

１０

出前講座

ダム見学会



河川水位、監視カメラ画像等の情報を配信しております。

（リアルタイムの河川情報の提供と浸水リスク情報の周知）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区 分

② 自分事と捉えることを促す分 類

避難に必要な情報の周知実施内容

新潟県実施主体

（様式3-取組概要）

防災アプリによる
浸水リスク情報の周知

地域住民の主体的な避難行動を支援

河川防災情報システムによる
河川情報の周知

１１



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区 分

③ 行動を誘発する分 類

要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成促進実施内容

新潟県実施主体

（様式3-取組概要）

■施設管理者を対象として、避難確保計画の作成方法を身につけてもらうための
講習会を県が主体となって開催する取組を実施。

■令和３年10月に加茂市で講習会を開催し、避難確保計画の作成率が大幅に増加。
講習会の参加者からは好評をいただいた。

■令和５年度は村上市・新潟市・佐渡市において、講習会を実施した。

加茂市における講習会の様子

１２



土砂災害警戒情報の充実により、市町村の避難指示等の判断や地域住民の避難行動を支援する。

（土砂災害警戒情報システム：http://doboku-bousai.pref.niigata.jp/sabou/index.html）

【新潟県土砂災害警戒情報システム】

（様式3-取組概要）
被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区 分

② 自分事と捉えることを促す分 類

土砂災害危険度、土砂災害警戒区域等に関する情報の公開実施内容

新潟県実施主体

①近年の災害履歴や降雨データを反映
②発表基準設定の1kmメッシュ化
③わかりやすい表示へ更新

１３



平時から地域住民等へ土砂災害警戒区域等の土砂災害のおそれのある区域を周知し、土砂災害

防止の啓発を図る。

（様式3-取組概要）
被害の軽減、早期復旧・復興のための対策区 分

② 自分事と捉えることを促す分 類

土砂災害警戒区域等の認知度向上実施内容

新潟県実施主体

１４



■施設管理者を対象として、避難確保計画の作成方法を身につけてもらうための
講習会を県が主体となって開催する取組を実施。

■令和３年10月に加茂市で講習会を開催し、避難確保計画の作成率が大幅に増加。
講習会の参加者からは好評をいただいた。

■令和４年度は関川村・南魚沼市・佐渡市において、講習会を実施

加茂市における講習会の様子

区 分 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③避難体制等の強化

実施内容 要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

実施主体 新潟県

- 51 -



河川情報のプッシュ型配信サービスを行っています。

（リアルタイムの水位情報の提供と浸水リスク情報の周知）

防災アプリに
よる浸水リス
ク情報の周知

地域住民の主体的な避難行動を支援

R4年度から運用開始
 水位計と河川監視カメラの
情報が閲覧可能になりました

区 分 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③避難体制等の強化

実施内容 河川情報の充実

実施主体 新潟県

- 52 -



防災教育による防災意識の醸成。

・小中学校での出前講座等を実施。

（R2年度：4校、R3年度：4校、R4年度：6校）
・早出川ダム見学
（R2年度：5校、R3年度：11校、R4年度：8校）
・河川、避難情報の解説、取るべき

行動を示したクリアファイル等の配布。

出前講座状況

区 分 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③避難体制等の強化

実施内容 出前講座等の実施による防災意識の啓発

実施主体 新潟県

- 53 -



平時から地域住民等へ土砂災害警戒区域等の土砂災害のおそれのある区域を周知し、土砂災害防止の

啓発を図る。

区 分 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③避難体制等の強化

実施内容 避難に資する情報の周知、ソフト対策のための整備 ： 土砂災害警戒区域等の認知度向上

実施主体 新潟県

- 55 -
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（様式2-取組概要）

新潟県河川防災情報システムをR元年6月に全面リニューアル。R2年7月監視カメラ公開。

危機管理型水位計の増加に伴い、視認性向上のため既存システムを改良

区 分 Ⅲ 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③ 避難体制を強化

実施内容 リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

実施主体 新潟県【河川管理課】

16



区 分 Ⅲ 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ③ 避難体制を強化

実施内容 リアルタイムの水位情報の提供と浸水リスク情報の周知

実施主体 新潟県【河川管理課】

（様式2-取組概要）

令和元年7月より河川情報のプッシュ型配信サービースの開始

17



防災教育による防災意識の醸成。

・小中学校での出前講座等を実施。

（R1年度 7校、R2年度 2校）
・早出川ダム見学
（R1年度 11校、R2年度 4校）
・河川、避難情報の解説、取るべき

行動を示したクリアファイル等の配布。

区 分 Ⅲ 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

分 類 ⑥ その他

実施内容 防災意識の啓発

実施主体 新潟県

（様式2-取組概要）

出前講座状況
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